
第2期環境創造センター中長期取組方針（素案）概要 資料１－１

・ 環境創造センター設立趣旨とこれまでの取組、継続した取組の必要性
・ 県、JAEA、NIES及びF-REIとの連携協力

１ はじめに

・ 原子力災害による課題を認識し、県民の意向を環境創造センターの取組に
反映させる。
・ 様々な状況変化への対応を強化し、県民が安心して生活できる環境の実現
を目指す。
・ 絶えず新たな挑戦をもって追求し、県民の多様化するニーズに応えられる社会
を構築する。

４ 事業の基本的な考え方と課題

・ 環境創造センターが取り組む4事業（モニタリング、調査研究、情報収集・発
信及び教育・研修・交流）ごとに成果を具体的に記載

参考 これまでの成果・ 廃炉の進展に伴う安全・安心の確保などの新たな課題
・ 福島県の環境回復・創造に向け、継続した取組が必要
・ 残された課題・新たに顕在化した課題への対応が必要

＜今後の課題＞

・ 令和7年4月から令和13年3月までの6年間

２ 方針の適用期間

・ 調査研究事業については、各機関が進捗状況、成果等をとりまとめ、アドバイ
ザー（現在の部門長）の助言等を受け、評価を実施。
・ その他の事業については、県センターが中心となり、進捗状況、成果等をとりま
とめ、外部有識者等による助言等を受け、評価を実施。
・ 事業評価をとりまとめて公表

７ 事業の評価

・ 取組方針は社会情勢や県民ニーズの変化を踏まえて適宜見直し

８ 方針の見直し

・ 新たな方針の構成は概ね現行方針を踏襲。
・ 「２ 方針の適用期間」については、環境創造センターにおける連携協力に関
する基本協定の有効期間等を踏まえ、設定。
・ 「３ 推進体制等」及び「７ 事業評価」については、F-REIの追加や実務上の
運営体制を強化。
・ 「４ 事業の基本的な考え方」は現行方針を基本としつつ、今後の状況変化
等を見据えて記載。

・ 「５ 事業方針」については、４事業の枠組みは変更せず、残された課題や新
たに顕在化しつつある課題を踏まえ、各事業の方向性と具体的な方針を記載。

・ ４機関の役割、センター事業を推進するための会議体について記載
・ 実務上の運営体制を強化するため、連絡調整会議の下にWGを設置

３ 方針の推進体制等
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【モニタリング事業】
①きめ細かで継続した環境放射能モニタリング
②環境における有害物質等モニタリング ③モニタリングデータの一元管理、解析・評価等

【調査研究事業】
①放射線計測・廃棄物 ②環境動態・生態系 ③環境創造

【情報収集・発信事業】
①モニタリングデータの収集・発信 ②調査研究内容・成果の発信
③環境回復・創造に関する情報収集・発信 ④交流棟における取組

【教育・研修・交流事業】
①放射線等に関する教育 ②環境回復・創造に関する研修・交流

５ 事業方針

・ 方針の適用期間終了後も本県の復興に向けた課題が継続する見込みのため、
関係機関との連携・協力体制を検討し、事業を継続していくことが必要

６ 適用期間終了後の方向性(令和13年(2031年）度以降)

＜素案のポイント＞



○ 原子力防災訓練等を通じたモニタリング体制の充実強化及びモニタリング要員の技能向上
○ 事故の発生等万が一の際のモニタリングの実施

５ 事業方針 （１）モニタリング

・ 廃炉に係る中長期ロードマップの進捗やＡＬＰＳ処理水を取り巻く状況等に応じた環境放射能のモニタリングの実施
・ 県庁関係各課が定める計画に基づく有害物質等のモニタリングの実施
・ 緊急時に対応できるモニタリング体制を維持するとともに、万が一事故が発生した場合におけるモニタリングの着実な実施

本文：P5～6

事業方針

○ 国総合モニタリング計画、県原子力発電所周辺環境放射能等測定基本計画等に基づくモニタリングの実施
○ 県民や専門家の意見、調査研究成果等を各種計画に反映させたモニタリングの実施

○ 県庁関係各課が定める計画に基づく、大気、水質、土壌等のモニタリング

○ 環境放射能モニタリングデータの速やかな公表及び解析・評価
○ 関係機関との連携による有害物質モニタリングデータの解析・評価
○ モニタリングに必要な測定機器の整備、測定機器の校正及び精度管理の実施

県民の安全・安心の確保、風評被害払拭への寄与

きめ細かで着実なモニタリング

１ きめ細かで継続した環境放射能モニタリング

２ 環境における有害物質等モニタリング

３ モニタリングデータの一元管理、解析・評価等

４ 緊急時におけるモニタリング

事業の方向性

目的

各種計画に基づく及び緊急時におけるモニタリング、結果の一元管理、解析・評価等の実施

環境試料採取(土壌)

原子力防災訓練
(空間線量率調査)
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５ 事業方針 （２）調査研究 本文：P7～9

・これまで、①放射線計測、②除染・廃棄物、③環境動態、④環境創造の４つの部門で研究を実施
成果は避難指示解除の検討や市町村等のカーボンニュートラル計画策定などに活用。県内の環境回復や環境創造に寄与

事業の方向性

・一方、廃炉作業や除去土壌等の県外最終処分、住民の帰還促進に向けた放射線モニタリングの確実な実施など、
残された課題の解決、原子力発電所及び周辺地域の安全・安心の確保に向けた研究が必要

・また、森林の大部分が未除染、一部の林産物や野生動物においては摂取制限・出荷制限が続くなど、
東日本大震災・原子力災害の影響を長期的な観点で把握し、環境回復と自然との共生に資する研究の継続が必要

・さらに、住民の帰還促進、安心した暮らしの実現のため、環境回復の推進だけでなく、社会情勢の変化や、
2050年カーボンニュートラル達成、地域循環共生圏などを踏まえた、持続的な社会の実現に資する研究の継続が必要

・４機関及び部門間の連携

・行政機関、他事業等との連携により、
わかりやすい情報発信

課題への対応のため、
部門を３つに再編
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５ 事業方針 （２）調査研究 本文：P7～9

事業方針

○ 原子力発電所周辺環境の空間線量率のシミュレーション、モニタリング技術の最適化と原子力防災への適用など

○ 廃棄物最終処分場内の放射性セシウム等の挙動予測、除去土壌等の減容化・処分技術システムの開発、除染措置や

廃棄物処理に伴う放射性セシウムのフロー評価など

○ 森林や陸水域における放射性物質の動態や移行メカニズムの解明、人間活動の影響と移行抑制対策の評価に係る

予測モデルや環境回復手法の検討・開発、被ばく線量に係るリスクの総合的評価手法の開発など

○ 生物相・生態系の実態把握や感染症等と野生動物の動態・分布に関する調査研究など

○ 脱炭素社会・気候変動適応に向けた将来推計、持続可能な地域創生及び被災地の復興に資する社会システムデザイン

に係る研究、地域計画の評価・解析手法に係る研究、ごみ排出量削減に係る研究、地域づくりのための地域資源活用、

猪苗代湖の気候変動を踏まえた水質予測など

１ 放射線計測・廃棄物

２ 環境動態・生態系

３ 環境創造

東日本大震災・原子力災害からの環境回復による安全・安心を踏まえた、
美しい自然環境に包まれた持続可能な社会の創造
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５ 事業方針 （２）調査研究 本文：P7～9

Ⅰ「放射線計測・廃棄物」
大項目：安全・安心の確保に向けた放射線計測技術・廃棄物対策の研究
中項目１ 避難指示区域解除・廃炉作業の促進のための周辺環境影響等の把握

中項目２ 放射性物質を含む廃棄物等の適正な処理・処分

Ⅱ「環境動態・生態系」
大項目：環境回復と自然共生に向けた放射性物質動態・生態系の研究
中項目１ 放射性物質の環境中における挙動の把握・予測、リスクの総合的評価と情報発信

中項目２ 野生動植物や生態系における影響の把握

Ⅲ「環境創造」
大項目：持続可能な社会の実現に向けた環境創造の研究
中項目１ 新たな環境の創造

Ⅳ 部門間連携

調査研究計画（素案）の構成
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○ 本県に対する風評の払しょくや原子力災害の風化防止、放射線に関する正確な知識の普及に向け、交流棟の来館を促進する
ため、イベントや企画展等の定期開催、多様な観点からの体験研修プログラムの開発等を実施

○ 本県を取り巻く社会情勢の変化等に対応した交流棟の展示の更新
○ 県内外の小学校・中学校・高等学校、旅行会社等への訪問による広報活動を実施

５ 事業方針 （３）情報収集・発信

・原子力災害に関連する本県の状況や放射線に関する正確な情報、モニタリング事業の結果、調査研究事業の内容・成果に関する
情報について、交流棟の展示やイベント、ウェブサイト等の各種メディア及び県内外での活動等により、積極的に情報発信を実施

本文：P9～10

事業方針

○ モニタリング事業や他の団体等の取組により得られたデータを一元的に収集
○ 交流棟の展示やウェブサイト等を活用し、分かりやすくかつ利用しやすい形で発信

○ 学会、学術論文、成果報告会、交流棟の展示等により県内外に広く発信
○ 県民等とセンター研究員との対話・交流の場を設け、調査研究事業の内容・成果を発信

○ 環境回復・創造等に関する情報を幅広く収集し、交流棟の展示やセンターが開催するシンポジウム等で情報発信
○ イベント等において、「教育・研修・交流」事業で育成した人材を活用した情報発信を実施

放射線や環境、本県の環境回復・創造の現状等に関する理解促進

正確かつ効果的な情報発信

１ モニタリングデータの収集・発信

２ 調査研究内容・成果の発信

３ 環境回復・創造に関する情報収集・発信

４ 交流棟における取組

事業の方向性

目的

本県に対する風評の払しょく、原子力災害の風化防止、県民の安心の確保 交流棟「コミュタン福島」
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５ 事業方針 （４）教育・研修・交流

・県内小学校等の放射線教育の支援、各種人材育成講座の開設、体験研修プログラムの開発、県民、NPO、関係機関の交流の場を設置

・育成した人材について、各講座の受講生のサポートなど活躍する場を設け、世代を超えた交流・学習機会の創出・情報発信等を促進

本文：P10～11

事業方針

○ 学校のニーズを踏まえた展示案内や体験研修プログラムの開発、交流棟運営スタッフによる質の

高い来館者対応を実施
○ 放射線の正確な知識や本県の現状についての理解促進を目的とした交流棟運営を実施

○ 本県の復興・再生を担う世代など、各年齢層別の人材育成講座を開設

○ 育成した人材をセンターの取組への参画の場を設け、センターの取組を効果的に実施

○ シンポジウムなど、本県の環境回復・創造や復興・再生に向けて様々な取組を行っている研究機関や

NPOなどの交流の機会を創出

○ 国立科学博物館や東日本大震災・原子力災害伝承館など、他館と連携した人材育成や展示等コンテン

ツの相互利用等の実施

本県の復興・再生への意識醸成、科学への興味喚起の促進、
本県情報の効果的な発信、サイエンスコミュニケーションスキルの取得

人材育成の取組を推進

１ 放射線等に関する教育

２ 環境回復・創造に関する研修・交流

事業の方向性

目的

本県の環境回復・復興・再生を担う人材の育成
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